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Medical helicopter systems have been in place in Japan from 2001. However, 
there are only 12 systems operating in 2007. The high cost has been pointed out 
as the greatest problem for the spread of medical helicopter systems. There have 
not been any previous studies undertaken about the social factors such as finance, 
population and so on. This study aim to clarify the relationship between the 
regional social factors of places where medical helicopter systems do or do not 
exist. We will apply a logistic-regression analysis and a principal component 
analysis. 
As a result of study, the financial coefficient is an important factor for the spread. 
In addition, 47 prefectures of Japan have been classified into three groups by the 
regional social factors. We propose co-operative management between neighbor 
prefectures for systems to spread. Then, the efficient and economical 
management of medical helicopter systems can be realized. 
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1．研究の概要 

 

わが国においても救急医療ヘリコプター、いわゆるド

クターヘリコプター（以下、ドクターヘリ）システムの

普及が始まっている。平成 19年 6月 19 日に成立した「救

急医療用ヘリコプターを用いた救急医療の確保に関す

る特別措置法」における救急医療用ヘリコプターの定義

としては、「救急医療に必要な機器を装備し、及び医薬品

を搭載していること」や、「救急医療に係る高度の医療を

提供している病院の施設として、その敷地内その他の当該

病院の医師が直ちに搭乗することのできる場所に配備さ

れていること」とされている。1) 多くの出動実績から高

い救命効果を得られることが徐々に明らかになっている。

また、諸外国でもヘリコプター救急の有効性が明らかに

なっている。2)  

ところが我が国における普及ペースは非常に遅い。実

際に導入した都道府県とそれ以外の県の社会的背景にど

のような差異がみられるのかを論じることは、普及に向

けた議論を行う際に重要であると考えられる。本研究は、

ドクターヘリシステムが普及している道県の傾向を、社

会的指標の多変量解析により明らかにし、ドクターヘリ

システムという新しい社会基盤が普及していくための社

会的条件について考察することを目的とする。 
本研究では、まずドクターヘリ普及の現状、配置に関

する明確な基準がないことを述べる。次に、分析に用い

る社会的指標について検討する。その指標を用いて、ロ

ジスティック回帰分析と主成分分析を行ない、ドクター

ヘリシステムの普及に関する考察を行うこととする。 
 
2．ドクターヘリシステム普及の現状と問題点 
 

2.1 普及の現状 

ドクターヘリは、我が国で平成 13 年から運用されてお

り、平成 19 年 12 月時点で 12 ヵ所に配備されている。旧

厚生省が平成 13 年に「5 年で 30 機」の目標を立ててい



 

たが、この目標には遠く及ばなかった。我が国のドクタ

ーヘリ普及ペースは、1.6 ヶ所/年である。現在の普及ペ

ースでいけば、30 ヶ所になるのは 2017 年になる。3) 一

方、ドイツでは 1970 年～2003 年の間に 2.0 ヶ所/年で普

及しており、日本は明らかに遅い普及ペースとなってい

る。 
 

2.2 普及に向けた課題 
普及の課題は、運用費が最大のネックといわれてきた。4)

ドクターヘリの年間運用費は、1 機当たり約 2 億円程度

であり、国と都道府県の折半によって負担されている。

一般に、ドクターヘリの配備は、都道府県の財政規模が

小さいほど困難だとみられている。しかし、救急車の年

間運用経費は１台当たり約 8,000 万円であり1)、その効

果を考えれば、ドクターヘリの運用費はそれほど高くな

いとも考えられる。 

そこで本研究では、ドクターヘリシステムの普及しな

い理由が、財政やその他の社会的要因に関しての明確な

指標がないことにあると考え、ドクターヘリが配備され

ている道県にどのような傾向があるかを、多変量解析に

よって分析する。 

 
3．本研究の分析手法 
 
3.1 用いる手法について 

本研究では、ロジスティック回帰分析と主成分分析を

用いて分析を行う。ロジスティック回帰分析では、ドク

ターヘリの普及に何がどの程度の影響を及ぼしているか

を明らかにし、ドクターヘリの運用に向けた考察を行う。

主成分分析では、各都道府県の特性を確認し、ドクター

ヘリの運用に向けた考察を行う。 
 

3.2 ロジスティック回帰分析とは 
ロジスティック回帰分析は、複数の要因をもとにある

事象の発生確率を予測する分析手段である。この方法は、

医療分野において「因子の組み合わせとその程度が異な

り、また同程度の因子を有していても、発症する人もい

れば発症しない人もいる確率的な現象」の分析などで用

いられている。5) 

ロジスティック回帰分析の回帰式は式(1)のようにな

り、目的変数 y は 0≦y≦1 の範囲の確率値をとる。 
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x：説明変数，y：目的変数，a：回帰係数，b：定数項 
 
本研究では、ドクターヘリの普及に関連すると考え

られる指標を説明変数として、目的変数である評価値

を算出する。この評価値が高いほど、ドクターヘリ配

備の社会的条件が揃っているとみることとする。 

3.3 主成分分析とは 

主成分分析は、ある問題に対していくつかの要因が考

えられるとき、それらの要因を一つ一つ独立に扱うので

はなく総合的に取り扱い、背後にある構造を確認する分

析手段である。分析により、固有ベクトルと主成分得点

が算出できる。主成分得点により、サンプルの特徴付け

や分類ができる。固有ベクトルは、主成分得点を求める

際の各要因の重要度である。 

本研究では、主成分得点の散布図から、類似している

都道府県やその要因について明らかにする。 

 

3.4 分析に用いる指標 

本研究で扱うドクターヘリの拠点は、2007 年 12 月ま

でに運用されている 12 拠点とする。ロジスティック回帰

分析の目的変数には、ドクターヘリの運用状況の値を、

運用されている場合を「1」、運用されていない場合を「0」、

として分析する。 

本研究では、11 項目の統計データを用いる。この統計

データは、「救急活動に関する統計」、「医療の体制に関す

る統計」、「医療以外の統計」の三つに大きく分けられる。

（ ）内はデータの出典である。 

①救急活動に関する統計 

・ 年間救急出場件数（消防庁） 

・ 交通事故発生件数（警察庁） 

救急活動の必要性を示したものである。ドクター

ヘリが対応した交通事故負傷者数は、平成 18 年度

に 960 人であり、ドクターヘリの全診療人数の 20％

以上である。4)

②医療の体制に関する統計 

・ 救命救急センター数 

ドクターヘリが救命救急センターを拠点としているこ

と、ドクターヘリは救命処置の必要な重傷の患者等を対

象としていることから、救命救急センター数を取り上げ

る。 

・ 無医地区数（厚生労働省） 

・ 無医地区人口（厚生労働省） 

ドクターヘリ出動の多い地域が、いわゆる医療過疎地

域と考え、設定した。たとえば愛知県では、中山間地で

ある県東部地域（新城市や豊田市）などへ多く出動して

いる。4)

③医療以外の統計 

・ 人口（統計局） 

・ 面積（国土地理院） 

・ 人口密度 

・ 政令指定都市数 

・ 政令指定都市ダミー＋特別区ダミー 

各都道府県の基礎的データとして取り上げる。「政令指

定都市＋特別区のダミー」とは政令指定都市が存在する

かしないかを「１」,「０」のダミー変数として取り上げ

る。 



 

・ 財政力指数（総務省統計局） 

総務省が発表している地方公共団体の財政力を示す指

標である。ドクターヘリ運用費用負担との関連を明らか

にするために用いる。 
 

4．モデル作成とドクターヘリ普及の分析 

 

4.1 分析の流れ 

ロジスティック回帰分析の流れを図－1 に示す。 
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図－1  分析の流れ 

 
まず、すべての説明変数を選択し、分析を行う。この

結果、回帰式、回帰係数、目的変数を算出できる。ここ

で、目的変数の誤判別率を確認する。誤判別率の確認は、

確率値である目的変数が「0.5 以上を導入されている」、

「0.5 未満を導入されていない」とし、実際の配置と適

合するかをみる。これを繰り返し計算して、より誤判別

率の小さな説明変数の組み合わせを求め、そのときの回

帰式と回帰係数、目的変数について考察する。なお、誤

判別率の算出方法は、式(2)に示すとおりである。 

 

N
nP =  (2) 

P：誤判別率，N：全個体の数，ｎ：誤判別数 
 

4.2 分析結果と考察 

(1) 分析結果 

回帰式と回帰係数を、式(3)、表－１に示す。また、

評価値（目的変数）を表－２に示す。説明変数は、「面

積」、「人口密度」、「政令指定都市数」、「財政力指数」の

4 つが選択された。このモデルの誤判別率は、11%となっ

た。この結果においては、ドクターヘリを運用していな

い都府県の評価値を、運用していると誤判別することは

無かった。 
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表－１  回帰係数 

説明変数 回帰係数

面積x 1 0.01
人口密度x 2 -0.06
政令指定都市数x 3 1.23
財政力指数x 4 6.07   

 
表－２  評価値 

都道府県 評価値 都道府県 評価値 都道府県 評価値

北海道 0.96 岐阜県 0.19 奈良県 0.08

静岡県 0.87 長野県 0.19 青森県 0.08

愛知県 0.82 福島県 0.18 鹿児島県 0.08

福岡県 0.69 三重県 0.18 山形県 0.08

神奈川県 0.68 東京都 0.17 富山県 0.07

千葉県 0.53 滋賀県 0.14 徳島県 0.07

宮城県 0.45 岡山県 0.14 大分県 0.07

広島県 0.45 石川県 0.11 宮崎県 0.06

兵庫県 0.42 岩手県 0.11 和歌山県 0.06

埼玉県 0.41 山口県 0.10 佐賀県 0.06

京都府 0.40 愛媛県 0.09 高知県 0.05

大阪府 0.36 福井県 0.09 島根県 0.05

新潟県 0.36 熊本県 0.08 鳥取県 0.05

茨城県 0.23 山梨県 0.08 長崎県 0.05

栃木県 0.21 香川県 0.08 沖縄県 0.04

群馬県 0.20 秋田県 0.08  
＊網掛け：ドクターヘリ運用中の道県 

 
(2) 回帰係数についての考察 

回帰係数の値が最も大きくなったのは、「財政力指数」

である。「財政力指数」は、多くのドクターヘリ運用中の

道県で値が大きいため、係数が大きくなったと考えられ

る。 

係数の正負（表－１）をみると、「面積」が広いほど、

「人口密度」が低いほどドクターヘリの導入されている

のが現状であると解釈できる。また、「政令指定都市数」

があるほど、「財政力指数」も高いほど、運用される可能

性が高いと考えられる。 

また、3.4 で行った統計の分類のうち、「救急活動に関

する統計」と「医療の体制に関する統計」から変数が選

択されなかった。しかし、「人口密度」は「年間救急出場



 

件数」との単相関が 0.94 と大きく、「財政力指数」は「救

命救急センター数」との単相関が 0.86 と大きい。このこ

とから、救急や医療に関する情報は、分析で求まった 4

つの変数に集約されていると考えることができる。 

 
(3) 評価値についての考察 

ロジスティック回帰式による評価値（表－２）をみる

と、ドクターヘリ運用中の道県で評価値が 0.5 を超える

結果となるのは、北海道、静岡県、愛知県、福岡県、神

奈川県、千葉県であり、これらは誤判別されずに評価さ

れたといえる。この 6 道県は、いずれも政令指定都市が

ある。埼玉県は、政令指定都市があるにもかかわらず評

価値が 0.5 に届かない。埼玉県の「政令指定都市数」や

「財政力指数」は、上記の 6 道県と比較して大きく異な

っていないが、マイナスの回帰係数となる「人口密度」

が大きい値であるため、0.5 にならなかったと考えられ

る。宮城県、広島県、兵庫県は、評価値は 0.5 に届かな

いが、運用中の埼玉県よりも評価値は高く、ドクターヘ

リ導入のための条件は比較的整っていると言える。 

ドクターヘリ運用中であるにも関わらず、評価値が

0.5 を大きく下回る結果となるのは、長野県、岡山県、

和歌山県、長崎県であった。この 4 県は、4 つの統計の

うち突出した値がないため、評価値が低くなったと考え

られる。このうち、岡山県はドクターヘリを全国に先駆

けて導入しているため、後の拠点配置の傾向とは異なる

とも考えられる。また、長崎県は離島への出動が多いこ

とが他の拠点とは違う傾向があると考えられる。 

 
4.3 合同運用を想定した分析結果と普及 

ドクターヘリの合同運用の可能性について考察する。

合同運用は、いくつかの県で検討されていると報じられ

ているが、ここでは滋賀県・京都府の合同運用に着目し

た分析を行った。この結果を、式(4)、表－３、表－４

に示す。誤判別率は、11%であった。 

分析の結果、滋賀県・京都府の評価値は、4.2 の結果

と比較して上がると確認できた。この組み合わせは、政

令指定都市の京都府を含むため、滋賀県の評価値が大き

く改善され、効果がある組み合わせだと言える。 

)41.4.28.619.107.000.0( 3211
1

−++−−+
= xxxe

y  (4) 

 
表－３  滋賀県と京都府を合わせて分析したときの係数 

説明変数 回帰係数

面積x 1 0.00
人口密度x 2 -0.07
政令指定都市数x 3 1.19
財政力指数x 4 6.28  

 

 

表－４  滋賀県と京都府を合わせて分析したときの評価値 
都道府県 評価値 都道府県 評価値 都道府県 評価値

北海道 0.93 岐阜県 0.20 富山県 0.08

静岡県 0.88 三重県 0.19 青森県 0.08

愛知県 0.83 長野県 0.19 山形県 0.08

福岡県 0.69 福島県 0.18 鹿児島県 0.08

神奈川県 0.68 東京都 0.17 徳島県 0.08

千葉県 0.54 岡山県 0.15 大分県 0.07

宮城県 0.45 石川県 0.12 宮崎県 0.07

広島県 0.45 山口県 0.11 和歌山県 0.06

滋賀京都 0.42 岩手県 0.10 佐賀県 0.06

埼玉県 0.42 福井県 0.09 高知県 0.05

兵庫県 0.42 愛媛県 0.09 島根県 0.05

新潟県 0.35 熊本県 0.09 鳥取県 0.05

大阪府 0.34 山梨県 0.09 長崎県 0.05

茨城県 0.24 香川県 0.09 沖縄県 0.04

栃木県 0.22 奈良県 0.08

群馬県 0.22 秋田県 0.08  
 
 
5．都道府県の特性比較とドクターヘリ普及の関係 
 
5.1 分析の流れ 

主成分分析には、3.4 でとりあげた統計データを変数

として用いる。さらに、単位が異なるデータを同じ尺度

で表すために変数を基準化する。基準化は、平均 0、標

準偏差 1 となるようにデータ変換を行う。固有ベクトル

と主成分得点が算出して散布図に示し、都道府県の特性

について考察する。 

 

5.2 分析結果と考察 

第二主成分までの累積寄与率は、85％となった。 

図－2、図－3 は、横軸が第一主成分、縦軸が第二主成

分を表す。図－3 の主成分得点は、図－2 で各軸の正の

方向に位置するデータの値が大きいほど、高くなる。 

図－2 の固有ベクトルより、図－3 の第一主成分に影

響を及ぼしている変数は、「人口」、「交通事故発生件数」、

「年間救急出場係数」とみることができる。これより、

第一主成分は都市的な条件を示していると考えられる。

第二主成分に影響を及ぼしている変数は、「面積」、「無医

地区数」とみることができる。第二主成分は、医療に関

する地理的条件を示していると考えられる。 

主成分得点の散布図（図－3）より、ドクターヘリを

運用している拠点をグループ化する。まず、神奈川県、

愛知県、埼玉県、千葉県、福岡県、静岡県で一つのグル

ープ(A)とみることができる。すなわち、人口が多く、交

通事故や救急の出動件数も高い、都市的な条件を備えた

グループである。また、北海道で一つのグループ(B)とみ

ることができる。すなわち、医療に関する地理的条件が

特徴的なグループである。さらに、長野県、岡山県、長

崎県、和歌山県で一つのグループ(C)とみることができる。

すなわち、都市的な条件や医療に関する地理的条件のど

ちらにも当てはまらないグループである。 
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図－2  固有ベクトル 
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図－3 主成分得点 
 

ドクターヘリを運用している道県以外では、大阪府と

兵庫県を A のグループとみることができる。広島県や新

潟県は、第二主成分が大きく、B グループと同じ方向に

プロットされている。従って、北海道に近い地域特性に

あるといえる。一方、C のグループは、多くの県が存在

する。このグループに属し、ドクターヘリを運用してい

る岡山県や長崎県では、「全国に先駆けて導入している」、

「離島への出動が多い」という、特徴的な要素がある。

しかし、C グループには未導入の県が集中してプロット

されており、普及が遅くなるのではないかと考えられる。 

 

5.3 四変数を用いた分析結果と考察 

ここで、4.2 のロジスティック回帰分析で選択された

係数だけを用いて、主成分分析を行った。この結果を図

－4 と図－5 に示す。第二主成分までの累積寄与率は、

83％となった。 
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図－4  四変数を用いて分析した場合の固有ベクトル 
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図－5  四変数を用いて分析した場合の主成分得点 
 

固有ベクトルより、第一主成分に影響を及ぼしている

変数は、「財政力指数」や「人口密度」とみることができ

る。これより、第一主成分が都市的な条件を示している

と考えられる。第二主成分に影響を及ぼしている変数は、

「面積」とみることができる。第二主成分は、地理的条

件を示していると考えられる。 

5.2 の結果と全体の傾向は変わらないが、新潟県、広

島県、兵庫県、宮城県、京都府といった、現在運用され

ていないが図－3 の A グループに近い位置にあるグルー

プ(D)を新たに認めることができる。これらは、いずれも

政令指定都市のある府県であり、運用できる可能性のあ

る群とみなすことができる。 
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5.4 合同運用を想定した分析結果と考察 
ドクターヘリの合同運用がなされた場合にどのような

傾向が見られるか分析を行う。ここでは、滋賀県・京都

府の合同運用を想定して、主成分分析を行った。この結

果を図－6、図－7 に示す。 
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図－6  滋賀県と京都府が合同運用した場合の固有ベクトル 
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図－7  滋賀県と京都府が合同運用した場合の主成分得点 
 

滋賀県・京都府はドクターヘリが普及している A グル

ープと似ることになり、その点では合同運用は有効な方

法と言える。 

 
6．まとめ 

 
本研究では、ロジスティック回帰分析と主成分分析を

用いて、ドクターヘリシステムが普及している道県の傾

向や社会指標の影響を明らかにした。ドクターヘリシス

テムの普及に、財政力指数の影響が最も大きい結果とな

り、評価値が下位となった県では、ドクターヘリ配備に

関して、特に財政面での支援が必要であると考えられる。

なお、普及の進んだドイツ等では、国民健康保険による

運航費負担も行われており、補助金（国と県で折半）で

運航する我が国とは、費用負担の仕組みが根本的に異な

っている7)。県が半額負担する以上、本研究で考察され

たような財政の豊かな県ほどドクターヘリシステムが先

に普及する傾向を変えることは難しいと思われる。 
無医地区数 

次に、合同運用について考察した。ロジスティック回

帰分析の結果、合同運用を想定しても評価値は 0.5 に届

かなかったが、主成分分析の結果、普及条件の良いグル

ープに近づくことがわかった。あらゆる組み合わせにお

いて有効になるとは限らないが、現行の制度が維持され

るのであれば、合同運用は早期普及のためのひとつの方

向性として検討の余地はあると考えられる。 

無医地区人口 面積 
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今回の分析では、現在のドクターヘリ運用の有無から、

導入の可能性について考えているため、地理的、医療的

特性(たとえば、医療機関の位置や道路網等)からドクタ

ーヘリが必要とされる地域について論じたものにはなっ

ていない。また、我が国では離島救急搬送が、自衛隊ヘ

リや海上保安庁のヘリ、消防・防災ヘリによって行われ

ている地域がある。いわゆるドクターヘリと呼ばれるシ

ステムの運用が地域に対して最適であるかどうか、とい

う検討も必要である。すなわち、地域の諸事情を十分に

踏まえたうえで、必要性の定量的提示や類型化を行い、

普及に向けた優先順位の付与や最適配置計画等に資する

ことも課題であると考えられる。 
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